
　ソーシャルメディアの急激な台頭によって、企
業広報の仕事にも時代の変化の波が押し寄せてい
る。従来型の新聞、雑誌、テレビ、ラジオだけで
なく、WEB上におけるソーシャルメディアを起
点とした情報発信にも目配りが求められている。
この数年、WEB上の“炎上”も相次いだ。この
現象を理解するには、情報の流通構造の変化を理
解しておく必要があり、WEBリスクモニタリン
グやソーシャルメディアガイドラインおよび研修
の実施など、時代に対応したクライシスコミュニ
ケーション（危機管理広報）体制の構築が重要で
ある。
■
   情報の流通構造の変化
　2010年11月４日、この日は、日本のメディア
史に残る日となった。日本政府が中国政府への外
交的な配慮から非公開としていた尖閣諸島での中
国漁船による海上保安庁巡視船との衝突を記録し
た映像が、海上保安庁の現役職員が投稿したイン
ターネット上の動画投稿サイト「You�Tube」で
公開され、瞬く間に世界中の人々の目に触れるこ
とになった。もはや不都合な情報は隠せない時代
になったのだ。
　この当時、動画の内容自体に注目が集まったの
は当然のことだが、コミュニケーションの観点か
ら見ると、一個人が、その内容次第では、世界を
も動かしかねない力を持つことが明確になった。
　ほぼ同時期に、同様の出来事が海外でも起きて
いた。「ウィキリークス」と呼ばれる内部告発サ

イトが米国政府や軍などの不正行為を次々と明る
みにしていった。
　これまで、情報発信の主導権は、新聞、雑誌、
テレビ、ラジオの“４マス媒体”が握っていた。
企業や組織、団体、行政は、この４マス媒体に対
し、記者クラブなどを通じて、情報を取捨選択
し、加工して読者、視聴者に流し込んできた。と
ころが、この数年、この位置づけに大きな変化が
生じてきている。
　経済広報センターの調査（2013年８月）によ
ると、生活者が情報源としている媒体は、テレビ
が84%、新聞が82%、インターネットが79%とし
ており、年代別では29歳以下および30代では約
90%がインターネットを最大の情報源としている
と回答している。この背景としては、スマート
フォンの普及や活字離れなどから、若者のニュー
スへの接触は、WEB上のサイトのアクセス時間
が増加していると推測される。
　媒体の変化を感じさせる象徴的な事件として
は、2010年12月31日に共同購入型クーポンサイ
トを運営するグルーポン・ジャパンを通じて横浜
市の飲食店が販売したおせち料理の中身が内容や
品質に問題があるとして、購入者がWEB上の口
コミの飲食店検索サイト「食べログ」に投稿した
事案である。その中身の写真があまりにもお粗末
なうえ、おせちの遅配があったことも瞬く間にツ
イッターなどのソーシャルメディアで拡散して
いった。
　事態を決定づけたのは、この書き込みを受け
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て、ソーシャルメディアで影響力があるジャーナ
リストの佐々木俊尚氏がツイッターでツイートし
たことだったとされる。同氏は、20万人（2014
年９月末現在）を超えるフォロワーを有してお
り、2011年正月からWEB上で乗数的に情報が拡
がり、「２ちゃんねる」のまとめサイトのほか、
GIGAZINE（ギガジン）、ガジェット通信など、
マスメディアとソーシャルメディアの中間に位置
する「ミドルメディア」と呼ばれるWEBニュー
スサイトが続々と取り上げ、ついにはWEBで最
も影響力があるYahooニュースでも伝えられ、最
終的には朝日新聞やNHKといった主要マスメ
ディアでも報じられた。数日後、社長が辞任を表
明するなど、横浜市の飲食店の不始末が“大事
件”化となってしまった（図表１参照）。
■
   クライシスコミュニケーション・
   コンサルティングの変化
　従来、企業などが事件・事故などの不祥事を起
こした時、PR会社では、その企業が積極的なプ
ロモーションや営業活動など通常業務に復帰する
際、新聞・テレビの論調分析と生活者意識調査の
２本立てで世論を見極めてきた。前者は定性、後
者は定量で、それぞれを分析して、世論に配慮し
ながらタイミングを慎重に検討してきた。

　しかし、この数年、前述のようにソーシャルメ
ディアの台頭によって、より世論を敏感に感じ取
り、それを施策に反映させるため、トラブルの事
前、事後に関わらず、WEBリスクモニタリング
を行う企業が増えてきた。
　新聞やテレビの論調は、事例や経験上からある
程度予測がつきやすいが、ソーシャルメディアの
反応は想定外の反応が生じる。それは、書き込み
の中身はさることながら、情報の拡散のスピード
や量が問題になるためだ。
　前述のおせち事件も、購入者は不快な思いはし
たかもしれないが、健康被害もなく、ソーシャル
メディアが発達していなければ、あくまで埋もれ
てしまいそうな点の情報に過ぎなかったはずであ
る。それがソーシャルメディアの影響力が増大し
たおかげで、些細な出来事でさえ、“大事件”に
なり得る時代になってしまった。
　そうした小事が大事に至った例としては、お
せち事件のほかにも多数ある。具体例としては、
2013年７月に高知市内の大手コンビニのフラン
チャイズ店で従業員がアイスを入れる冷蔵庫に
入って寝そべった写真をFacebookに投稿し、そ
れがツイッターに転載され、不衛生との批判の声
が一気に拡散して炎上した。大手コンビニは迅速
な対応をし、その翌日には、この不祥事について
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謝罪するとともに、フランチャイズ店を契約解除
して閉店させると発表した。このほか、昨年夏
は、飲食店でアルバイト店員が不衛生な行為を相
次いでソーシャルメディアに投稿し、社会問題化
したことは記憶に新しい。
■
   “ネットワーク化リスク”の増大
　ソーシャルメディアの発展によるリスクは、前
述のケースばかりではない。人と人をつなぐソー
シャルメディアの特性がもたらす“ネットワーク
化リスク”にも留意すべきである。
　2011年８月、韓流ドラマを数多く放映してお
り、放送内容が偏向しているとして在京テレビ局
に対してデモ活動が起きた。この活動の特徴は、
ツイッターなどソーシャルメディアを活用したこ
とによって参加者のネットワークが大きく広がっ
ていったことである。
　翌９月には、このテレビ局の番組のスポンサー
になっているという理由で大手日用品メーカーも
デモの対象となった。デモばかりでなく、イン
ターネット上の通販サイトのレビューには悪意の
ある書き込みが投稿され、ツイッター上では不買
運動を呼び掛けが起きた。
　海外に目を転じても、同年１月には、チュニジ
アで市民や学生がツイッターやFacebookなどの
ソーシャルメディアを通じて反政府運動やデモへ
の参加を訴え、「ジャスミン革命」が起きている。
その後、エジプト、リビア、イエメンでも同様な
動きがあり、「アラブの春」と呼ばれた。
　これらの運動で明らかになったのは、これまで
は一個人の点の主張にすぎなかったことが、ソー
シャルメディアによって、点と点がつながり、そ
れが大きな社会運動や紐帯に広がることが可能と
なったことである。
　社会をよい意味で変革しようというモチベー
ションであれば、ソーシャルメディアはポジティ
ブなツールであると言える。しかし、必ずしもそ
うとは限らず、企業にとっては、消費者に対して
悪意に基づいたネガティブキャンペーンが仕掛け
られる“ネットワーク化リスク”が顕在化してき
たとも考えらえる。このように、想定外の事態に
至ることがないよう、WEBリスクモニタリング
の重要性は高まってきていると言える。

■
   WEBリスクモニタリングとは何か
　2000年代に入ってから、企業は前年に起きた
大手電機メーカーへのクレーマー事件をきっかけ
に、WEBリスクを認識するようになった。その
背景には、1999年５月にスタートしたWEB上の
匿名掲示板「２ちゃんねる」がスタートしたこと
もあった。２ちゃんねるは「板」と呼ばれる大分
類の下に「スレッド」という話題が数多くあり、
そこに匿名やハンドルネームを使って良いこと、
悪いことを書き込んでいく。
　筆者の前職は通信社経済部記者であったが、こ
うした匿名書き込みの中には、企業の機密情報も
ごく稀にあり、それを元に取材を進めたことも
あった。
　こうした内部告発的な書き込みもあるため、企
業の広報担当者を中心にして、２ちゃんねるで自
社に関係するスレッドを毎日、モニターすること
が一般化していった（図表２参照）。
　ところが、ここ数年のソーシャルメディアの
急成長で、モニターの対象としてツイッターや
Facebookなどが加わり、その数も膨大になって
いき、企業の担当者のチェックだけでは対応し切
れなくなっていった。
　従来から、WEB上において、２ちゃんねるの
書き込みやニュースサイト、ブログなどをモニ
ターするシステムを販売する企業があったが、そ
のモニターの対象がツイッターなどのソーシャル
メディアにも拡大していったため、最近、急速に
需要が伸びてきている。
　日本でWEBリスクモニタリングを提供してい
る企業は、何社かあり、それぞれのサービスは若
干異なる。キーワードを設定し、コンピューター
システムがWEB上のサイトを定期的・自動的に
検索していくシステムを採用している社もあれ
ば、コンピューターシステムで、ある程度情報を
絞り込んで、最終的に専門担当者が目視でその書
き込みがポジティブかネガティブか判断する社も
ある。
　さらに、24時間の監視体制を取り、急激にネ
ガティブな書き込みが増えた場合、携帯電話や
メールで、その内容を通知してくれるサービスも
ある。
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　費用も数万円から百万円以上する場合もあり、
サービスを提供する会社によって、その精度に
よっても費用は変わってくる。最近では、中国市
場での対応にもニーズがあり、中国語メディア対
応のサービスもある。
■
   広報だけでないＷＥＢリスクモニタリングの
   活用法
　企業のＷＥＢリスクモニタリングをしてみて分
かったことだが、ツイッターで学生の就職活動に
関する書き込みが数多く存在している。ＯＢ訪
問、エントリーシート、筆記試験、面接など、さ
まざまな投稿があり、学生同士で情報交換をして
いる。
　当然、ポジティブな内容ばかりでなく、企業の
採用について、学生の本音をうかがわせるものも
あり、参考になるはずだ。
　このほか、最近では従業員の労働環境に関する
ソーシャルメディアへの書き込みも目立ってきて
おり、WEB上で“ブラック企業”という不名誉
なレッテルを貼られることもある。
　学生、従業員の書き込みは、企業のレピュテー
ションに大きな影響を与える。それだけにモニタ
リング（監視）という視点よりも、率直に耳を傾
けるリスニング（傾聴）の意識で活用したい。

■
   ソーシャルメディアガイドライン導入を
　日本においてツイッターおよびFacebookの利
用数はそれぞれ2,000万人超えるとされており、
企業でも従業員の大半が何らかの形で活用してい
ると推定される。ソーシャルメディアに関連した
リスクは、企業活動だけでなく、従業員にも周知
徹底、教育していく必要がある。
　ソーシャルメディアの特徴としては、書き込み
の内容について、可視化されているうえ、公私が
あいまいであることを注意しないといけない。特
にFacebookは実名かつ会社名を開示している人
も少なくない。そこで問題なのは、個人で活用し
ていたとしても、著しく社会性を欠き、公序良俗
に反する書き込みの場合、企業として管理責任を
問われるリスクもあることを認識しないといけな
い。
　WEB上のトラブルで厄介なのは、一度、炎上
した書き込み内容は、その部分を削除したとして
も、誰かがデータをコピーして保存して、完全
には永久に消すことができない。これは一度入
れたら消せない刺青になぞらえて“デジタルタ
トゥー”と言われている。
　このようなトラブルを起こさないためにも、従
業員のWEBリスク対策として、まず、ソーシャ
ルメディアガイドラインの作成が必要となる。と

図表 2

◎企業のデジタルメディア対応力
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ころが、従業員向けのガイドラインを作成してい
る企業は数えるほどしかないのが現状だ（図表３
参照）。
　先進的な企業としては、日本ＩＢＭや日本コ
カ・コーラ、スリーエムジャパンなどがホーム
ページで公開しているので参考にしてほしい。
　中でも、日本ＩＢＭは「免責文を使いましょ
う」「機密情報・占有情報の保護」「お客様、ビジ
ネス・パートナー、サプライヤーの皆様を守る」
などといった内容が詳細に書き込まれている。
　これらのガイドライン作成を踏まえ、外部講師
を招くなどして、従業員向けにソーシャルメディ
ア利用におけるリスクの研修会を実施して周知し
ていくことが求められる。
■
   デジタル時代のスピード感と体制で
　ソーシャルメディアの影響による情報の流通構
造の変化について説明したが、デジタルメディア
が主導権を握るようになると、それに見合ったス
ピード感で対応しないといけない。マスメディア
には、朝夕刊の締め切り、朝夕のニュースの放映
時間という時間の区切りがあったが、ソーシャル
メディアは24時間動き続け、夜間でも拡散し続
ける。リスクマネジメントは事前対策が重要なの
は言うまでもないが、何かトラブルが起きてから
では十分な対応は難しい。

　このような動きに的確に対応するには、自社の
少ないリソースでは限界がある。今後、WEBモ
ニタリングを提供する会社も増え、価格競争も激
しくなることが予想され、その内容や予算をじっ
くり吟味して導入することをお勧めしたい。
　ソーシャルメディアの発展は目覚ましく、現時
点では、こうした取り組みもずいぶん先進的なも
のに映るが、今のスピード感だと、数年後には、
企業などの多くでWEBリスクモニタリングなど
は標準化されているのではないだろうか。
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